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論 文 内 容 要 旨
韓国における環境保全型農業の展開条件に関する研究
一欧米 との対比を視野 に入れなが ら一
亀島 亮
序章 研究目的及び課題
本研究の目的は、欧米との対比を視野に入れながら韓国における環境保全型農業の展開
条件について検討することである。設定した分析課題は以下の五点である。
第一の課題は、欧米との対比で韓国など東アジア地域における環境保全型農業に対する
認識の相違、及びそれが生じる背景について検討することである。これによって、欧米基
準に基づき韓国の環墳保全型農業の展開条件を検討することは、難しいことを明らかにす
る。
第二の課題は、欧米及び韓国における農業環境政策の展開過程を比較対比的に検討する
ことである。これによって、同じく農業環境政策とはいっても、政策展開の動機、政策内
容、政策手段等に大きな差異があることを明らかにする。
第三の課題は、WfO農業協定など、環境保全型農業に関連する国際協定の枠組みが韓国
の農業環境政策に与える影響について検討することである。これにより、欧米に適合的だ
といわれる協定内容は、韓国に適用する上で多くの問題を内包している事を明らかにする。
第四の課題は、韓国における環境保全型農業実践の先進事例を調査 ・研究し、地域レベ
ルにおける環境保全型農業の実態、及び解決すべき課題について検討することである。こ
れにより、現地の取り組み事例を踏まえながら環境保全型農業の展開条件について整理す
る。
第五の課題は、韓国における環境保全型農業の展開条件を、総括的に検討することであ
る。これによって、韓国における環境保全型農業の展開条件を明らかにする。また以上の
分析結果を踏まえ、最後に東アジアにおける共通農業環境政策の構築について展望する。
1章 環境保全型農業 に関する欧米 ・東アジア間の認識ギャップの存在とその
背景
欧米と韓国など東アジアの農業と環境に関する認識の相違は、表1の ようにまとめられ
る。
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表1世 界的にみた欧米と東アジア間の農業と環境に関する認識の相違
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点
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;硫失の:恐乳もある準壌 β
:i}畜産糞 尿φ士壌奏φ:流出i島窒素適毅 ∴
1;灘暴講i趨纏 膿 諺{il餐鮒
音辱i:φ:粗斑 賦体耕に津る環填保全婁揚㍉
:霧縫翻賭:麟離轡 等鶴
水田作主体
湿潤な気候,
還元状態・湛水による有機物分解抑制、線虫繁
殖抑制、連作が可能、
微 生物による天然の養分供給、土壌の生産力
を持続
農業の持つ多面的機能のうち環境への負荷の
除去・資源の過剰の収奪防止(註)の考え
育苗・移植(田植え)等の労力、山がちで集落
単位での水系管理必要・零細経営多し
類
似
点
「農業の 多面的機能」の中でとりわけ快適な農村空間や美しい景観の維持、農村伝統文化の継
承などの重視
欧米 では農業が環境 に負荷 を与える面が大 きいという認識が一般的であるのに対 し、東
アジアでは農業が環境 に負荷 を与えるのみな らず、農業が環壕への負荷 を除去する機能も
有 して いる と認識 されて いる。
このよ うな認識の相違は主 に、東アジアが水 田作主体 、欧米が畑作 ・牧畜主体 といった
農業構造 の違 いに起因 している と考え られる。
なお、景観 維持や伝統文化 の継承といった農業 ・農村 の多面的機能 に対す る認識 は、欧
米、東 アジア ともに共通 している面が多い。
Il章 欧米 との対比でみた韓国における環境保全型農業政策展開の類似点と相
違点
表2は 農業環境政策の内容及び政策展開の動機に関し、欧米 ・韓国 ・日本の三者間にお
ける相違点、及び類似点をまとめたものである。時期的に見ると欧米は日韓に10年程度先
んじて環境保全型農業への取り組みが開始された。また欧米、韓:国、日本の農業環境政策
の内容には差異が見られる。つまり同じく農業環境政策とはいえ、それが生じる理由は、
欧米は過剰生産の抑制による環境の保全を動機とするのに対し、韓国は農工間格差是正に
よる農業競争力強化、日本は高齢化 ・貿易自由化による農業の弱体化の克服という違いが
認められ、それぞれ異なった動機を抱えていると考えられた。
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表2各 国における環境保全型農業に関する諸政策の導入
灘 懸譲糞灘 灘鱗翻灘 難灘鱗簾雛 韓 国'
ρLY1,
、
沸
相 政' 1986年英国農業法「環境保全地域」の設定 1995年「中小農高品質 19㌶年「新しい食料
違
点
策
内
容
1990年米国農業法「持続的農法」研究費設
定
1996年米国農業法「土壌保全留保計画」を
農産物生産支援事業」
開始
1997年「環境農業育成
農業 ・農村政策の方向」
1999年日本「食料・農
業 ・農村基本法」
強化 法 」制定
1999年「農業・農村基
本法」制定
動 1970年代 英 ・自然保護協議会「農業活動 1970～80年代 開発 1970年代 ∴
機 が野生生物減少をもたらす」と主張 途上国・食糧難の克服 公害問題深刻化した
米国:1970年代から農産物輸出の急拡大一・ ・1990年代 急速な経 が農業が環境に与え
休耕保全地はもとより、湿 地帯までも耕地 済成長に伴う消費者 る影響に閣してはあま
化闘土壌浸食の一層の深刻化・環境負荷
増大
1980年代 欧州:農業保護政策の結果とし
ての農産物過剰問題が顕在化唖多投入農
・法による環境破壊
の志向変化、運動活
発化、農工間所得格
差拡大
・WTO体制による「緑
の政策」への対応
農工間格差是正によ
り考慮されず4
1980年代
中山間地域の過疎化
→農業活動による環
・境保全機能への注目
過剰生産の抑制による環境保全 る農業競争力の強化 の動き・一村一品運動
等地域振興
,出処市 田〔1ゴ、嘉 田〔2〕、農林統計協会〔4〕 ユ9り0年代. ●
噺基本法等で強億 識
高齢化・貿易自由化に
よる農業弱体化克服
類似点 '90年代 各国における農業環境政策の本格化や環境保全と両立する農業を志向・
WOに 対応した直接支払い制度、特にEU・米国・韓国における環境支払いの実施
III章環 境 保 全 型 農 業 に関 す る国 際協 定 と韓 国 に対 す る適 合 性
各国の農業環境政策 に対 してWTO協 定やコーデ ックス委員会 の基準が大 きな影響を及
ぼ して いる。 ところが こうした基準 を一律 に適用 しようとしても、欧米 、韓国、我が国の
三者はそれぞれ、表3に 示 した解決すべき農業問題の性格が異なるため、難 しい。その点
をWTO協 定の直接支払 いを例 に比較対比したのが表4で ある。また欧米、 日韓ではWTO
協定 に基づ き環境保全 を意識 した直接支払い制度の導入が見 られるが、韓国や 日本 の直接
支払いはWTO協 定 内容 と整合性を欠く面がある。
このため、第一 に我が国や韓 国な ど東アジアでは欧米 とは異なった体系で環境保全型農
業 に関す る取 り組みがな される必要があること、第二に東アジアでは取 り組みが遅れたた
めに、欧米 に比 して打 ち出せていない環境保全型農業に関 しての明確な概念 を確立する必
要があること、などが示唆 される。
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表3農 業環境政策実施 に至る欧米 ・日本 ・韓国の背景の差異
箔
「へ1
ダ 懇i礫鎌灘難繍 韓国 警葭欝灘灘 難雛 灘
背景にある農業問題 ∴ 遷醐 翻 離 み:・、農工閥所得格差の ・1・:搬訴 建1塙嚥}1
黒 鱗 ・..恒
拡大 1騰 る資源・管理…不能 ・趣
WTOに関 して 欧米主導性 産刺激的ではない政策を許容
前文にて農業あ環境保全酌機能に触れず
環境保全則ち休耕とφ考え根強し
「薫境保護の必要その他の非貿易的関心事項」
・国際食 糧農 業協 会 〔3〕・,
コーデックス基準に関して 日韓で見られるような特別栽培農産物を認めず
「有機農業とは、化学合成された肥料と農薬の使用を避けることに基
つく農業である」
TheCodexAlimentariusCommissionAndTheFAO/WHOFood
Stand訂dsPr・gamme〔7〕
表4直 接支払い制度に関する比較
惚 裟鍵慧嚢 霧織難難 劉灘 蓬轍 灘 聯 韓国 澱蒸鑛鑛 藝鱗
制 1985年:EU「農業構造 の効率 に関する規 則」 1999年親環境農業 2000年,中山聞 地域 等
度
の
内
容
第19条「環境面で慎重を要する地域への特別
の助成」
1992年:EU共通農業政策「環境保全と景観
維持のための要件と共存についての農業生
産方法に関する」規則
2002年1米国農業法「環境保全保障プログラ
直接支払 い制度
1ha当たり52万4000ウォ
ン支給
2003年より無農薬栽
培に15万ウォン、有機
直接宰批 嘲 度
選択的必須事填として ・
「多面的機能を推進す
る活動」「自然生態系の
保全に資する取り組み」
ム』により直接支払い実施 栽培に27万ウォンを追
加支給
背 環境保全により生産抑制を図ろうとする背景 環境保全と生産の維持を両立させねばならない
景 が存在 背景が存在。
と
の
環境保全とは則ち生産抑制であり、直接支払
いによる補填は生産抑制分の補填として機能
しかし直接支払いによる補填は生産刺激的活動
に対しては適用されないため背景に適合せず
整 出処:市田〔1〕、嘉 田〔2〕、農林統計 協会 〔4〕
合
性
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r》章 実践事例からみた環境保全型農業の現状 と課題
本章では地域単位による環境保全型農業の実践的取り組み経過と現状の課題を、韓国京
畿道楊平郡における事例によりながら分析した。
当地は首都ソウル近郊に位置し、朴正煕政権時代にダムの水質保全のため、第二次、第
三次産業に関する開発規制が敷かれた。このような事情や、また韓国では1990年代中盤よ
りある程度の地方自治が認められるようになったことから、楊平郡は環境保全型農業の推
進により地域振興を図る方向へと向かった。
2003年7月、及び2004年4月に当地で実践農家に対して聞き取り調査を行い、その主な
結果を表5にまとめた。
表5京 畿道楊平郡における調査の概要
政府や自治伽誌 る支援 政府と自治体の連擁見られず・自治体の支採
評価低し
農地利甫調整' 高齢花・不在地主化により調整困難
農産物の販路 ・ 農協と地元農業者との協力で生産者団体設立
し努力中
栽培披術体系 水田稲作と、窒素固定機能を持つマメ科作物と
・の輪作体系確立の試み
上記の調査結果か ら、当地における環境保全型農業 を展 開してい くためには、1,自治体、
政府、諸団体間 との施策の連携、2.集落間の土地利用調整 による団地化、3.直接支払い制度
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等と関連させた法人化など環境保全型農業の担い手育成策、4環境保全型農業による農産物
の販路確保支援、適切な品質認証、5地域適合的な輪作体系の組み合わせなどによる作物別
環境保全型農業技術の確立、などが求められるとの結論を得た。
V章 韓国における環境保全型農業の展 開条件
全章の検討結果を踏まえ、韓国における環境保全型農業の展開条件として以下の諸点が
明らかとなった。
第一に、韓国など東アジア基準を反映した国際協定に基づく諸制度の確立が求められる。
欧米と韓国、日本はそれぞれの農業が抱える背景に差異が存在すると言える。特に農産物
過剰のために輸出を促進したい欧米と、多くを輸入に頼る日韓との間に存在する背景の差
異が、WTO協定、直接支払制度、コーデックス委員会など環境保全型農業に関する国際的
な基準をめぐる問題点として表面化してきており、このような差異を踏まえた制度が求め
られる。
第二に、国際交渉の場で東アジアに適合的な農業と環境に関する認識を説得力のあるも
のにしていくために、韓国における農業環境政策の体系化による国内政策の充実と地域的
特色への配慮が求められる。地方自治体と他の諸団体との連携に関し、調査対象地の楊平
郡では今後、世界各国の先進事例も参考にしつつどのような形態が適切か模索されていく
必要がある。
第三に欧米とは異なる環境:直接支払い制度の構築が求められる。現行の直接支払い制度
は、農産物過剰問題という背景を抱えた欧米の事情に適合すべく、生産刺激的ではない性
格を有しているが、農業の競争力弱体化という事情を持つ韓国においては、直接支払い制
度が農業生産を維持する役割を持つことが求められる。さらに高齢化に伴う担い手の減少
を、農家間の組織化による連携や法人化経営などと関連させて克服していく必要がある。
また今後起こりうる多様な経営展開と、直接支払い制度とを関連させた支援策も求められ
てくると考えられる。
第四に面的 ・持続的な環境保全型農業の展開に必要な、地域事情に適合的な土地利用調
整事業を実施じていくことが必要である。環境保全型農業の実践を視野に入れた土地利用
調整事業が政府単位で行われているが、調査地域での実施率は低く、代わりに集落単位で
の利用調整が行われているのが特徴であった。したがってこのような地域には、郡が政府
事業の要綱を組み替えて実施していくことが必要である。
第五に資源循環や農地の効率的利用を進める観点から、正確な土壌診断、輪作 ・混作な
ど栽培技術体系の確立が求められる。寒冷な気候のため体系の確立に向けては困難が予想
されるが、今後は関連試験 ・研究機関との連携の下に取り組みを進めていくことが必要で
ある。
第六に環境農産物の基準の設定やマーケティングに関しての充実が求められる。地域独
自の認証基準の設定、環境農産物を専門に扱う販路の開拓が求められる。
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終章 東アジアにおける共通農業環境政策構築の展望
欧米と韓国、日本はそれぞれの農業が抱える背景に差異が存在するにもかかわらず、国
際的な基準に関しては、欧米が主導権を握っているのが現状である。故に今後、東アジア
共通の農業環境政策のあり方や、それにつながる制度及び農業体系の確立を検討していく
ことが必要だと考えられる。
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論 文 審 査 結 果 要 旨
環境保全型農業については,欧米諸国のみならず,近年,日本や韓国をはじめとするアジア諸国でも,
多様な政策的支援の下で実践的な広が りを見せるようになった。しか し,その展開条件は,欧米 とア
ジア地域で大きく異なるばか りでなく,同 じアジア諸国間ひいては各国内の地域間です ら必ず しも一
律でない。
本論文は,欧米諸国 との対比を視野に入れなが ら,近年,我 が国以上に環境保全型農業に対する政
策的支援策が展開 されている韓国の環境保全型農業を展開してい く上での条件を,政策,技術,農法,
土地利用,輪 作体系,マ ーケッティング等々の視点か ら体系的に研究 した労作である。多岐に及ぶ研
究成果の概要については,以 下の通 りである。
第一に,欧米 との対比で韓国など東アジア地域における環境保全型農業に対する認識の相違やそれ
が生 じる背景について,自然条件,農業構造,農法といった切 り口か ら検討 し,農村景観の維持や文化 ・
伝統の継承等は別 にして,欧 米基準を踏襲する形で韓国の環境保全型農業の展開条件を検討ナること
は,様 々なミスマ ッチが生 じることを明らかにした。
第二に,欧 米及び韓国における農業環境政策の展開過程を比較対比的に検討 し,同 じ農業環境政策
とはいっても,政策展開の時期や 目的,政 策内容,政 策手段等にいずれも大きな差異があることを,
その理由も含めて明らかにした。とりわけ,農産物過剰問題 を抱 える欧米の農業環境政策が休耕など
生産抑制的性格が強いのに対 して,食料 自給率低下の下で農工間所得格差が拡大しつつある韓国では,
環境保全 と生産の維持 ・向上を両立 させ るような環境政策 を志向せざるを得ないと指摘 した。
第三に,WTO農業協定など環境保全型農業に関連する国際協定の枠組みが韓国の農業環境政策に
与える影響について検討 し,欧米に適合的だ といわれ る協定内容は,韓 国に適用する上で多くの問題
を内包 していることを明 らかにした。具体的には,環 境直接支払いがWTO協 定上のグリー ンボック
スに入 るためには,生 産刺激的でない との条件が課 されているのに対 して,韓 国の場合,農 工間の所
得格差を是正するという意味でも,食料増産政策を放棄 し得ない という意味でも,適合的でないと指
摘 した。
第四に,韓 国における環境保全型農業の先進事例である京畿道楊平郡における実践について調査 ・
研究し,地域 レベルにおける環境保全型農業を展開してい く条件 として,①農地利用の団地化,② 不
在地主所有地の利用調整,③ 合理的輪作体系の確立,④ 中央政府 と地方政府の政策や財政支援面での
連携,⑤ 地域 レベルの認証制度の確立 といった,個別具体的な対策が望まれていることを明らかに し
た。
第五に,各 章の分析を総括的に検討 し,以上の条件に加 えて,① 韓国など東アジア基準を反映 した
国際協定の設定,② 農業環境政策の体系化 と地域連携,③ 環境 と生産維持を両立できるよ うな直接支
払制度の構築,な どに取 り組むことが必要であると結論づけた。
以上のように本論文は,や や荒削 りな分析が多少見られるものの,韓 国を研究対象に取 り上げ,広
い視野か ら東アジア型環境保全型農業の展開条件 を明らかにしようとした意欲的研究である点を高 く
評価 し,審査員一同,本論文の著者に対 して博士(農学)の 学位を授与するに値するもの と判定した。
一509一
